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第１章 総論  

１ 目的  

   この計画は、平成２７年９月に成立した女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律に基づき、行動計画策定指針に掲げられた基本的視点を踏まえつつ、女性

職員が自らの意志によって職業生活を営み、その個性と能力を十分に発揮して職業

生活において活躍するために、女性の職業生活における活躍を推進するための支援

対策を計画的に推進するために策定し、公表するものです。  

    

２ 計画期間  

   女性の職業生活における活躍の推進に関する法律は平成２８年から令和８年３月

までの１０年間の時限立法ですが、この計画は、前計画の見直しを経て、平成３１

年４月１日から令和６年３月３１日までの５か年を計画期間とします。  

 

３ 計画の推進体制  

（１）この計画を効果的に推進するために、各任命権者は本計画の実施状況を把 

握・点検し、今後の対策や計画の見直しを行います。  

（２）人事担当課長は、すべての職員に対し本計画の周知徹底を行い、女性のキャ

リアアップについての相談や情報提供を行う窓口を担当課内に設置し、女性職

員に対しての相談ができる体制を整備します。  

（３）各所属長及び職員は、本計画の内容を理解し、女性の活躍に関する職員の意

識向上及び職場環境の整備について実施に努めます。  

（４）この計画に対する職員意識の変化を把握するため、必要に応じ職員意識アン

ケートを実施します。また、本計画の取り組み状況や実績についてはホームペ

ージ等で公表していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 2 

第２章 女性の活躍に関する職場における現況  

１ 採用した職員に占める女性職員の割合  

 （１）現況  

  直近５年間について、採用した職員に占める女性職員の割合は次のとおりです。

なお、定年退職者の再任用については採用者数並びにそれに占める女性職員数及

び割合には含めていません。  

  

 （２）分析  

直近５年間の採用状況については新規採用職員中で女性が占める割合は３割か

ら４割程度で推移しています。募集する職種について、年度によって差があるこ

とから、保育士・教諭や保健師等比較的女性の応募が多い職種の募集がある年度

については女性の占める割合が多くなることがあります。また、技術職について

は、女性の応募が少ない状況があります。採用における女性職員の比率は、中途

退職が男女共に少ない当市の状況を鑑みれば、そのまま職員における女性職員の

構成比や管理職員における女性職員の構成比に直結することとなるので、職種に

捉われず、女性の応募の促進策、採用における女性職員の割合の増加策を講じて

いくことが求められるといえます。  

 

２ 平均した継続勤務年数の男女の差異  

 （１）現況  

    任期の定めのない常勤職員における職種別男女別の継続勤務年数については下

表のとおりです。  

職種  性別  
平均継続勤務年数  

平成 27 年 4 月 1 日  平成 31 年 4 月 1 日  

行政職（企業職含む）  男  19.81 年  18.05 年  

女  14.60 年  14.16 年  

消防職  男  17.75 年  19.47 年  

女  ―  ―  

雇用職  男  14.75 年  22.00 年  

女  13.23 年  15.10 年  

福祉・教育職  男  9.5 年  13.50 年  

女  17.25 年  16.00 年  
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  ※行政職（企業職含む）とは行政職給料表を適用されている職員のことをいい、消防職とは消防職給料表を、雇

用職とは就業規則で定める給料表を、福祉・教育職とは、行政職給料表を適用されている職員中、保育士、

教諭等に任じられている職員のことをいいます。なお、該当する職員が 1 名以下の場合については、個人情

報保護の観点から平均継続勤務年数を算出しないことがあります。  

 ※平均継続勤務年数とは、基準日時点で在職している職員の勤続年数を平均した年数です。  

  （２）分析  

    行政職の男女間における３ .８９年の差異は、前計画の５ .２１年と比較し、わず

かではありますが縮小しております。これは近年女性職員の採用が多くなってい

ることによります。過去における採用時の女性職員の比率が低かったため、また

中途退職が少ないため、平均継続勤務年数の男女間差異を解消するには、時間が

かかることとなりますが、採用における女性職員の占める割合の向上策を講じる

と共に、育児、介護等による女性職員の離職を引き続き防ぐ策を講じ続けること

によって、差異の解消に向け努力することが求められます。  

 

 ３ 職員１人当たりの各月ごとの時間外勤務時間数  

  （１）現況  

    時間外勤務手当を支給される対象となる職員について、１年間の業務の繁閑に

よる偏りが生じないように各月ごとに把握する平均時間外勤務時間数は下表のと

おりです。  

（平成３０年度実績）  

4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月   

15：51 12：33 12：41 11：21 8：18 8：26 

10 月  11 月  12 月  1 月  2 月  3 月  合計  

12：04 10：01 16：51 9：23 11：43 12：12 141：23 

 

  （２）分析  

    概ね１人当たり月１０時間から１５時間程度の間で推移しています。那珂市職

員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年那珂町規則第２号）第９条の２の

２第１項第１号に定める時間外勤務命令の上限である月４５時間を超過している

月はなく、１２月については、茨城県議会議員一般選挙及び市議会議員補欠選挙

が執行されたことにより時間外勤務時間数が増大したものです。  

時間外勤務時間数の年間合計は約１４１時間と、同規則第９条の２の２第１項

に定める時間外勤務時間数の年間上限である３６０時間及び他律的部署における

年間７２０時間を下回っているものの、家庭生活と職業生活の両立を図るために

時間外勤務時間数の縮減の取組みが求められます。  
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４ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合  

 （１）現況  

   管理的地位にある職員として、課長相当職以上の職にある職員に占める女性職

員の割合は下表のとおりです。  

性別  H27.4.1 H31.4.1 

男  93.88％  91.49％  

女  6.12％  8.51％  

 （２）分析  

   課長相当職以上の職にある職員に占める女性職員の割合は８ .５１％と、前計画

基準日における同指標の値６ .１２％より若干増加しましたが、依然少数にとどま

っております。これは課長相当職に任用する候補者となる職員の階層において、

女性職員の絶対数が少ないことによります。課長相当職への任用候補者に占める

女性職員の数が少ない以上、課長相当職以上の職にある職員に占める女性職員の

割合が今後数年で劇的に向上することは考えられないことではありますが、今後

とも公平な評価制度を通して、一層の女性の登用を図っていくことが求められる

と共に、課長相当職への登用候補者となり得る若年層の女性職員も含めて女性職

員へのキャリアアップの支援を一層推進していくことが求められるといえます。  

 

５ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合  

 （１）現況  

   係長相当職以上の職にある職員について、各役職段階における職員数に占める

女性職員の割合は下表のとおりです。  

 

役職段階  性別  H27.4.1 H31.4.1 

部長相当職  男  96.15% 100.00% 

女  3.85% 0.00% 

課長相当職  男  91.30% 87.88% 

女    8.70%  12.12% 

課長補佐相当職  男  82.08% 81.65% 

女  17.92% 18.35% 

係長相当職  男  70.80% 67.29% 

女  29.20% 32.71% 
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 （２）分析  

   係長相当職以上の職にある職員について、上位職であるほど当該段階における

女性職員の占める割合は低い割合となっております。これは女性職員の平均年齢

が男性職員の平均年齢に比して低いことにより、上級管理職の登用候補者となり

得る女性職員が少ないことによります。役職において、前計画基準日の割合より

も増加している役職があることは、上位職における女性職員の構成比の向上に向

けて明るい兆しとなっております。今後とも公平な評価を通して、女性の登用を

進めていくことが求められているといえます。  

 

６ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間  

 （１）現況  

   男女別の育児休業取得率及び平均取得期間は下表のとおりです。  

対象者：平成３０年度中に取得可能となった者  

性別  育児休業取得率  平均取得期間  

男  0％  ―  

女  100％  １年４カ月  

※男女別の育児休業取得率とは、基準期間内に育児休業が取得可能となった職員のうち実際に育児休業を

取得した職員が占める割合のことをいいます。  

※平均取得期間は、基準期間内に育児休業を実際に取得した職員の期間の平均のことをいいます。なお、

育児休業を取得した職員が１名以下の場合にあっては、個人情報保護の観点から算出しないこともあり

ます。  

（２）分析  

  育児休業の取得について、男性職員は取得率０％と低調な状況となっておりま

す。一方女性職員については全員取得している状況です。男性職員が育児休業を

取得しない背景として、意識的な面と世帯の収入を確保する面の両面があると考

えられます。しかしながら、社会一般としていえることでありますが、男性の育

児休業を促進していく取組みを講じることが求められています。  

 

７ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率・平均取得日数  

 （１）現況  

   男性職員であって那珂市職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年那珂

町規則第２号）第１５条に規定する特別休暇のうち、同規則別表第２４項及び第

２５項に掲げる休暇を取得可能となった男性職員に占める、実際に当該特別休暇

を取得した男性職員の割合及び平均取得日数は次表のとおりです。  
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（平成３０年度中実績）  

配偶者出産休暇  育児参加休暇  平均取得日数  

46.2% 0.0％  1.67 日  

※平均取得日数は実際に取得した職員が 1 人以下である場合にあっては、個人情報保護の観点から算出し

ないこともあります。  

 （２）分析  

上記特別休暇を制定したのは、平成１８年度ですが、いわゆる配偶者出産休暇

並びにいわゆる育児参加休暇と言われる配偶者の出産に係る子の看護休暇につい

て、それぞれ取得率が４６．２%と０%となっており、当該制度の認知度がまだ十

分でないと考えることができます。しかしながら、社会的にも出産立会等が一般

的となってきており、当該休暇を取得する心理的障壁は最近においては低くなっ

ているものと考えられます。これからは、給与への影響を伴う育児休業の取得に

どのように転化させていくか事業主としての取組みが求められているといえます。 

 

８ 職員に占める女性職員の割合  

  （１）直近５か年の男女比（単位：％）  

 

    直近５か年の女性職員の割合については、３割弱となっており、漸増してい

る状況です。 

（２）女性管理職の比率（単位：％） 

     当市における管理職は、課長補佐以上の職員となっております。管理職に占め

る女性職員の割合は、行政職において次のグラフで示す通り推移しています。  
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    女性管理職については、１割強程度で推移している状況です。職員の構成比か

らすると、職員に占める女性の割合より少ない割合で推移しているといえます。

これは、女性職員の構造が若年層に多いことに起因していると考えられます。  

 

第３章 計画の具体的内容  

  前章で分析した諸課題に対する具体的な取組みの内容について、この章において述

べることとします。  

  前章の分析をまとめると、取り組むべき課題は次の項目にまとめられると考えられ

ます。  

  １ 女性職員の採用に関して、女性の応募促進策及び採用される女性職員の割合を

向上させる取組みを講ずるべきこと  

  ２ 職員の育児や介護等に起因する離職を防ぐ措置を引き続き講ずるべきこと  

  ３ 時間外勤務時間数の縮減策を講ずることにより家庭生活と職業生活との両立が

図られる環境を構築すべきこと  

  ４ 女性職員の管理職への登用を促進すべきこと  

  ５ 公平、公正な評価制度の構築により、女性の登用を促進すべきこと  

  ６ 男性の育児参加を引き続き促進し、育児休業取得を勧奨すべきこと  

  ７ 女性職員に対する研修や育成を通して、管理職登用候補となるべき女性人材の

プールを確保するべきこと  

 

 １ 女性職員の採用  

    女性職員の採用については、性別に捉われずに人物重視で採用していくことと

します。また、平成３０年度より、従来の教養試験を見直し、公務員試験対策を

していないかたでも受験しやすい試験内容としました。今後はその効果を検証し

つつ、人物重視でより優秀な職員の採用を図ってまいります。そのためにも、近

隣教育施設の就職説明会への参加や採用試験説明会の開催等、市役所の職務や職

場の雰囲気を感じてもらえるような仕組みを活用し、活躍する女性職員の生の声

を伝えるなど、人材確保策の充実を図ってまいります。最終的には、採用者の男

女比率を１：１とすることを目指します。（除消防職）  

 

 ２ 育児や介護に関わる職員に対する支援体制  

    女性職員のみならず、男性職員にとっても育児や介護は職場生活を送る上で重

要な課題であり、職場としてどのように支援していくかという問題は大きな課題

であるといえます。当市では、特別休暇及び介護休暇、育児休業を定めておりま

す。また、平成２７年４月１日に「次世代育成支援特定事業主行動計画」を再策
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定し、一層の子育て支援に取り組んでいるところです。また、平成２８年３月に

「那珂市職員の配偶者同行休業に関する条例」を制定し、家庭と職場の両立支援

を図ってまいりました。  

 

３ 時間外勤務時間数の縮減  

現在、国では、「働き方改革」を推進しております。労働基準法が改正され、平

成３１年４月１日から施行となりました。主な改正内容は、時間外労働の上限規

制の導入（中小企業は令和２年４月から）と、年次有給休暇５日の確実な取得な

どが義務付けされ、罰則も規定されました。  

民間企業では、さっそく時間外労働の上限規制による残業の削減や、有給休暇

の取得促進などに取り組んでおります。  

私たち地方公務員も、民間企業や国家公務員に準じて「働き方改革」の趣旨に

従い、職員の労働条件の改善に取り組むべきであると考えております。  

そこで、次の事項についての取組みを推進してまいります。  

（１）時間外勤務命令の上限  

時間外勤務は、本来、公務のための臨時または緊急の必要がある場合に行わ

れる勤務であるという認識を深め、時間外勤務の縮減に向けた取り組みを進め

ます。  

１か月において４５時間かつ１年において３６０時間の範囲内で必要最小限

の時間外勤務を命ずるものとします。ただし、他律的な業務の比重の高い部署

に勤務する職員は、１か月１００時間未満、１年において７２０時間かつ２～

６か月平均８０時間の範囲内とします。  

（２）ノー残業デー（一斉定時退庁日）の実施  

時間外勤務の縮減やワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組みとし

て、「ノー残業デー」として設定している毎週水曜日には、着実に実施するよう

管理の徹底を図ります。  

 

 ４ 女性職員の管理職への登用  

    当市における女性職員と男性職員は１０歳毎の階層で分けた場合、２０歳台か

ら４０歳台のそれぞれの階層で男女比は概ね７対３の比率となっております。今

後管理職に登用される年代として、３０歳台後半から４０歳台半ばにかけての階

層がその候補者群となってくることから、持続的に行政サービスを提供し続ける

ためにも、女性管理職の登用を推進していく必要があります。今後１０年間で考

慮すると、管理職における女性職員の比率は概ね現在の１４％強から２０％弱へ

と引き上げていく必要があると考えられます。  
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   ※参考 10 歳毎の年齢階層における男性職員と女性職員の対比（単位：％）  

（平成 31 年 4 月 1 日現在）行政職  

 

※参考 年代別の男女別職員数の積上げ（平成 31 年 4 月 1 日現在）全職員（単位：人） 

 

 

 ５ 公平な評価制度の構築と運用  

    平成２８年４月に施行された改正地方公務員法により、人事評価が地方公共団

体においても義務化されました。  

    今後としまして、人事評価制度を継続して実施し、地方公務員法に定める処遇

反映の基礎として活用することで、性差によらず、業績及び能力の両面で評価さ

れ、登用される仕組みを運用してまいります。  
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 ６ 男性職員に対する育児休業等の取得勧奨  

    男性の育児参加等については、従来も広報してきたところでありますが、前章

で分析したように、配偶者出産休暇や育児参加休暇については、制度の周知が不

十分であると考えられるところです。  

今後としましては、平成２７年度に作成した男性職員向け育児参加の広報パン

フレットを活用し、男性職員等の育児参加が推進できるような体制、雰囲気の醸

成を進めてまいります。  

 

 ７ 女性職員のキャリアアップに対する相談体制  

    女性職員の管理職登用には、女性職員の意識面からも、その登用推進を図って

いく必要があります。また、総務課においても、女性職員を引き続き配属する等

して、職員からのキャリアアップに対する相談に対応できる体制を維持してまい

ります。また、子育て中や妊娠中の女性職員の交流や相談の場として気軽に集え

る会等を開催することにより、女性職員の不安解消や、女性職員相互でのメンタ

ー効果を図る取り組みを進めてまいります。  

 

 ８ 職員に対する意識改革に関する取組  

    女性職員の活躍のためには女性職員のみならず、男性職員や特に管理職の意識

改革が求められると共に、意識改革の契機となる制度の変更も必要と考えられま

す。女性職員だけでなく、男性職員についても、自己啓発や持てる能力のさらな

る開発のためにも、自己啓発休業制度及び修学時部分休業制度の制定を行いまし

た。他方で、自治大学校の特別研修プログラムへの積極的な参加や、茨城県自治

研修所や市町村アカデミーが開催する、女性リーダー育成講座等の積極的活用や

その他民間研修等を通して、女性活躍の推進のために意識改革に取り組んでまい

ります。  
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第４章 計画の進行状況の公表体制  

   この計画の進行状況をお知らせすることにより、女性の求職者が安心して当市の職

員に応募できるようにするため、年に１度、６月末日までに次の項目について年次

報告書を公表するものとします。  

 （１） 採用した職員に占める女性職員の割合  

 （２） 採用試験の受験者の総数に占める女性の割合  

 （３） 職員に占める女性職員の割合  

 （４） 職員（任期の定めのない職員）の平均した継続勤務年数の男女の差異  

 （５） 男女別の育児休業取得率  

 （６） 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率  

 （７） 職員（時間外勤務手当が支給されない職員、非常勤職員及び臨時的に任用さ

れた職員を除く）１人当たりの１か月ごとの正規の勤務時間を超えて勤務した

時間数  

 （８） 年次有給休暇取得率  

 （９） 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合  

 （１０）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合  

 

第５章 おわりに  

   この計画は、女性が職場生活において一層活躍するために策定するものです。す

べての職員がこの行動計画を理解し、女性活躍の重要性を強く認識するとともに、

仕事と家庭生活の両立支援のために職場全体で支えあい、働きやすい職場となるこ

とを切に願っています。  


